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第１章 総則 

 

 １ 業務継続計画策定の目的 

    大規模災害発生時には、災害応急業務に相当数の職員を割り当てる必要があること

から、あらかじめ、各出先機関で実施する災害応急業務及び優先度の高い通常業務（以

下「非常時優先業務」という。）を定めるとともに、当該業務に必要な人員や参集可

能人員を明確にしておくことにより、災害時においても、迅速、的確、効率的に業務

を実施することを目的とする。 

 

 

〈非常時優先業務のイメージ図〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府、令和 5 年） 

 

 



2 

＜業務継続計画の実践に伴う効果のイメージ図＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府、令和 5 年） 

 

２ 業務継続の基本方針 

    大規模な災害が発生した場合、県民の生命、身体及び財産を災害から守るため、次

の方針に基づいて業務継続を図るものとする。 

①  災害による被害を最小限に抑えるため、災害応急業務を最優先に実施し、あら 

かじめ定めた優先度の高い通常業務についても並行して実施する。 

   ② 非常時優先業務に必要な職員が不足する場合は、各部局から対応可能な人員を割

り当てるなど全庁的に調整する。 

 

 ３ 地域防災計画との関係 

    本県では、地震や津波、風水害等の災害から県土並びに県民の生命、身体及び財産

を保護することを目的とし、石川県地域防災計画（地震災害対策編・津波災害対策編・一

般災害対策編・雪害対策編・事故災害対策編・原子力防災計画編）（以下、「県地域防災計画」

という。）を定めている。県地域防災計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び

県民がとるべき基本的事項等を定めたものである。 

    一方、大規模災害における石川県業務継続計画（出先機関版）（以下「本計画」と

いう。）は、大規模な災害の発生時に、庁舎や職員が被災し、活動に制約が生じる状

況下であっても、県地域防災計画に定められた応急対策及び優先度の高い復旧業務や

優先度の高い通常業務を円滑に実施するためのものである。 

    地域防災計画と業務継続計画との相違点については次頁のとおりである。 
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〈地域防災計画と業務継続計画との相違点〉 

区 分 地域防災 業務継続計画 

作成主体等 地方防災会議が作成し、都道府

県、市町村、防災関係機関等が

実施する計画である。 

地方防災会議が作成し、都道府 

県、市町村、防災関係機関等が 

実施する計画である。 

計画の趣旨 災害対策基本法に基づき、発災

時又は事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分担等

を規定するための計画である。 

発災時に必要資源に制約がある

状況下であっても、非常時優先

業務を目標とする時間・時期ま

でに実施できるようにする（実

効性の確保）ための計画である

。 

行政の被災 行政の被災は必ずしも想定する

必要はないが、業務継続計画の

策定などによる業務継続性の確

保等については計画に定める必

要がある（※２）。 

行政の被災を想定（庁舎、職員

、電力、情報システム、通信等

の必要資源の被災を評価）し、

利用できる必要資源を前提に計

画を策定する必要がある。 

対象業務 災害対策に係る業務（災害予防

、災害応急対策、災害復旧・復

興）を対象とする。 

非常時優先業務を対象とする（

災害応急対策、災害復旧・復興

業務だけでなく、優先度の高い

通常業務も含まれる）。 

業務開始目

標時間 

業務開始目標時間は必ずしも定

める必要はない（一部の地方公

共団体では、目標時間を記載し

ている場合もある。）。 

非常時優先業務ごとに業務開始

目標時間を定める必要がある（

必要資源を確保し、目標とする

時間までに、非常時優先業務を

開始・再開する）。 

業務に従事

する職員の

飲料水・食

料等の確保 

業務に従事する職員の水・食料

、トイレ等の確保に係る記載は

、必ずしも記載する必要はない

。 

業務に従事する職員の水・食料

、トイレ等の確保について検討

のうえ、記載する必要がある。 

出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府、令和 5年） 
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第２章 業務継続体制の検討 

 

 １ 計画の対象とする組織 

    本計画において、業務継続体制を検討する対象組織は、「石川県組織規則」による

出先機関、「石川県教育委員会事務局等組織規則」による教育委員会の出先機関等及

び「石川県立学校条例」に基づく県立学校とする。 

 

２ 計画の対象とする想定災害 

    本計画の想定災害は、大規模災害時における石川県業務継続計画（本庁版）と同じ 

く、地震については震度６強以上の大規模地震を想定地震とし、風水害や雪害等その 

他の災害についても同程度の大規模災害を想定する。 
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２ 非常時優先業務の選定 

非常時優先業務については、各所属において対象となる災害応急業務と優先度の高 

い通常業務を選定するとともに業務の開始目標時間を設定した。 

    主な非常時優先業務については次表のとおりである。 

 

〈主な非常時優先業務〉 

所属名等 災害応急業務 優先度の高い通常業務 

共通 職員の非常参集及び安否確認、

施設等の被害状況の確認及び災

害応急対策の実施、本庁等との

連絡調整等 

文書収受・発送、公有財産管理、

各種契約事務、収入・支払業務、

情報公開 

県税事務所 

総合事務所 

災害に伴う県税の徴収猶予及び

減免措置、納税証明に関する相

談等 

県税の申告書・減免申請書の受

付、納税証明書の発行、県税徴収

金の受付、県税全般の相談等 

総合事務所 管内出先機関等の被害状況及び

災害応急対策実施状況の収集・

連絡等 

行政相談、旅券発給、火薬類等に

係る許認可・検査等 

保健福祉センター 健康管理活動、こころのケア活

動、防疫、保健衛生活動、動物保

護等 

感染症、生活環境等の各種相談対

応、食中毒等の各種検査等 

農林総合事務所 国営造成施設、治山施設等の被

害調査及び応急対策等 

家畜伝染病の予防、水稲・麦・大

豆・野菜等作物の支援・相談・指

導等 

家畜保健衛生所 家畜防疫等 家畜伝染病の診断・病性鑑定、死

亡牛の受付・処理、家畜衛生情報

の収集及び広報等 

土木総合事務所 土木施設等の被害調査及び災害

応急対策、水防活動の実施等 

道路利用者への情報提供、土木施

設等の維持修繕、道路等の占用許

可等 

港湾事務所 港湾施設の被害調査及び応急復

旧、緊急輸送道路の確保、耐震強

化岸壁の確保等 

船舶航行安全、港湾施設及び漁港

施設の管理及び維持修繕、国際ふ

頭施設の保安等 

教育事務所 管内小中学校施設等の被害状況

の収集・報告等 

市町立小中学校の教育指導等 

全体件数 １０７件 ２２７件 
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 ３ 非常時優先業務の業務開始目標時間の設定 

非常時優先業務の業務開始目標時間について、県地域防災計画の初動対策期（発災 

から１日程度）、緊急対策期（１週間程度まで）、応急対策期（１か月程度まで）、の 

３区分を、１時間、３時間、１２時間、１日、３日、１週間、２週間、１か月の８区 

分に細分化して設定する。 

 なお、実際の災害発生時には、事態の状況等によって、本計画で設定した業務開始 

目標時間にかかわらず必要なものを優先して実施するものとする。 

 

 

 ４ 職員の参集予測 

 

 （１）職員の参集予測に当たっての想定 

     夜間・休日等の勤務時間外に大規模な地震が発生した場合には、職員の参集に相

当の時間を要することが想定される。 

     職員の参集予測は、勤務時間外に地震が発生した場合を想定し、「大規模災害発

災時における地方公共団体の業務継続の手引きとその解説（内閣府 令和 5年4月）」

等を参考として次の考え方により予測した。 

 

〈考え方〉 

    ① 交通機関等の被災のため発災から３日間は徒歩（４㎞/ｈ）により参集するも 

のとし、参集対象は２０㎞以内に居住する職員とする。 

     （２０㎞を超える職員は最寄りの出先機関等へ登庁） 

    ② 本人や家族の死傷、救出・救助活動等に従事するため、発災から１～３日目ま 

では３０％、４～７日目までは１０％、８日目以降は２％の職員の参集が困難 

となる。 

 

〈予測結果〉 

経過時間 １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降 

参集人数 543人 1,206人 1,565人 2,621人 2,874人 

※対象職員数：2,915人（R7.4.1現在） 

 

 （２）出先機関の参集予測の調査結果 

    各出先機関の参集予測の結果は、次頁のとおりとなった。 

     ※詳細については資料編を参照 
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（単位：人）
部　局　名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降

総 務 部 (138) 33 67 79 122 134
危 機 管 理 部 (9) 0 1 4 8 9
企 画 振 興 部 (15) 1 2 4 14 15
文化観光スポーツ部 (91) 35 54 63 83 90
健 康 福 祉 部 (557) 118 248 300 501 546
生 活 環 境 部 (79) 19 39 42 71 78
商 工 労 働 部 (195) 33 98 116 176 193
農 林 水 産 部 (558) 70 158 243 485 546
土 木 部 (477) 93 152 238 442 469
教 育 委 員 会 (798) 141 387 476 721 795

合　計 (2,917) 543 1,206 1,565 2,623 2,875

【必要人数】②
部　局　名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降

総 務 部 (138) 20 55 64 84 84
危 機 管 理 部 (9) 2 2 2 4 4
企 画 振 興 部 (15) 1 1 4 14 15
文化観光スポーツ部 (91) 30 51 66 85 90
健 康 福 祉 部 (557) 108 147 230 487 487
生 活 環 境 部 (79) 7 16 19 42 42
商 工 労 働 部 (195) 47 70 72 157 159
農 林 水 産 部 (558) 53 113 155 333 341
土 木 部 (477) 91 194 293 447 448
教 育 委 員 会 (798) 187 372 403 656 664

合　計 (2,917) 546 1,021 1,308 2,309 2,334

【職員の過不足】①-②
部　局　名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降

総 務 部 (138) 13 12 15 38 50
危 機 管 理 部 (9) △ 2 △ 1 2 4 5
企 画 振 興 部 (15) 0 1 0 0 0
文化観光スポーツ部 (91) 5 3 △ 3 △ 2 0
健 康 福 祉 部 (557) 10 101 70 14 59
生 活 環 境 部 (79) 12 23 23 29 36
商 工 労 働 部 (195) △ 14 28 44 19 34
農 林 水 産 部 (558) 17 45 88 152 205
土 木 部 (477) 2 △ 42 △ 55 △ 5 21
教 育 委 員 会 (798) △ 46 15 73 65 131

合　計 (2,917) △ 3 185 257 314 541

部局別の参集予測（R7.4.1現在）

【参集予測人数】①
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能登北部：輪島市、珠洲市、穴水町、能登町、 

能登中部：七尾市、羽咋市、志賀町、宝達志水町、中能登町 

河  北：かほく市、津幡町、内灘町 

加賀北部：白山市、野々市市 

加賀南部：小松市、加賀市、能美市、川北町 

  

〈地域別〉
【参集予測人数】① （単位：人）

地域名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降
能 登 北 部 (404) 84 118 175 355 396
能 登 中 部 (464) 74 140 181 410 445
河 北 (120) 15 39 68 106 119
金 沢 市 (1,237) 267 657 774 1116 1218
加 賀 北 部 (291) 34 103 166 264 287
加 賀 南 部 (381) 62 137 188 354 390
県 外 (20) 7 12 13 18 20

合　計 (2,917) 543 1,206 1,565 2,623 2,875

【必要人数】②
地域名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降

能 登 北 部 (404) 59 101 143 319 320
能 登 中 部 (464) 83 173 208 396 396
河 北 (120) 38 50 65 94 102
金 沢 市 (1,237) 237 470 570 879 891
加 賀 北 部 (291) 48 95 136 255 254
加 賀 南 部 (381) 75 126 181 354 359
県 外 (20) 6 6 5 12 12

合　計 (2,917) 546 1,021 1,308 2,309 2,334

【職員の過不足】①-②
地域名 （対象職員数） １時間以内 ３時間以内 12時間以内 １週間以内 ８日目以降

能 登 北 部 (404) 25 17 32 36 76
能 登 中 部 (464) △ 9 △ 33 △ 27 14 49
河 北 (120) △ 23 △ 11 3 12 17
金 沢 市 (1,237) 30 187 204 237 327
加 賀 北 部 (291) △ 14 8 30 9 33
加 賀 南 部 (381) △ 13 11 7 0 31
県 外 (20) 1 6 8 6 8

合　計 (2,917) △ 3 185 257 314 541

地域別の参集予測（R7.4.1現在）
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（３）執行体制の確保 

   ① 出勤状況の把握 

      各所属は、職員の出勤状況を取りまとめて主務課へ報告する。 

   ② 指揮命令系統の確立 

      決裁権者が欠勤した場合においても、石川県処務規程に定める代決規定により、

迅速に事務執行を行うものとするほか、指揮命令系統については、各所属で定め

ておく。 

②  人員調整の考え方 

      大規模な災害が県内で発生した場合の所属間の人員調整については、県新型イ

ンフルエンザ対策業務継続計画と同様に、職員の欠勤状況に応じて、次の順序に

より、臨機応変に対応するものとする。 

    ア 所属間の人員調整は、業務の中断・縮小を行っても、業務の性質上、なお人員

に不足が生じる場合に行うものとする。 

    イ 必要な職員については、資格・免許者が必要な業務もあることから、まずは各

所属内で確保することとするが、不足する場合は各部局内で調整して確保するも

のとする。 

    ウ 各部局内で対応できないと判断される場合は、④の手順により他の部局から応

援を求めるものとする。なお、職員の中から資格・免許者を確保できない場合は、

行政経営課と協議の上、臨時措置として期間を定め、外部の人員を活用すること

で対応する。 

   ④ 部局間の応援実施手順 

    ア 応援の要請 

       各部局の企画調整室等は、部局内で対応ができないと判断される場合は、配

置先の所属名及び業務内容、必要人数、期間、その他の必要事項を把握し、総

務部（行政経営課）に他部局職員の応援を依頼する。 

    イ 具体的調整  

       総務部は、各部局の出勤者数等を考慮の上、応援を行う部局、応援を受ける

部局とそれぞれの協議を行い、応援職員の人選、期間等を決定する。 

    ウ 応援内容の通知 

       総務部は、決定した応援内容を、応援を行う部局と応援を受ける部局の双方

に通知する。 

    エ 応援の実施 

       応援を行う部局は、決定に基づき応援を実施する。 

   ⑤ 出勤・休暇等の取扱い 

      職員本人の被災や家族の被災、学校・保育施設や介護施設等の臨時休業等によ

り出勤できない場合の休暇等の取扱いについては、人事課の定めるところによる。 
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５ 業務継続に必要な資源の現状 

    地震発生時等に、非常時優先業務を継続するために必要な資源（庁舎、電力等）に

ついて、発災時にどの程度利用可能であるか確保状況を確認し、課題があればその課

題を解決するための対策を検討する。 

    また、各部局において職員用の食料は確保していないことから、職員に対し、家庭

における食料の備蓄を奨励するとともに、災害時には、参集に際し、原則、家庭用と

して備蓄している食料（最低３日間分、推奨１週間分）や携帯トイレ等を持参する必

要があることを周知しておくものとする。 

県地域防災計画において現地災害対策本部の設置が想定される庁舎における主な 

資源の状況は次頁のとおりである。 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞  

県地域防災計画（地震災害対策編）抜粋 

  第３章 第１節 

   ５ 現地災害対策本部 

（１）現地災害対策本部の設置 

     ア 本部長は、被災地域及び災害の状況等に応じて、現地災害対策本部を設置する。 

イ 現地災害対策本部は、中能登、奥能登総合事務所又は小松県税事務所のほか、次の施設を充てるこ 

とができる。 

なお、知事が必要と認めた場合は被災市町と情報の共有化を図るため、現地災害対策本部を当該市 

町の庁舎内に設置し、市町災害対策本部との合同会議等を開催するなど機動的な運用を図る。 

 

各土木総合事務所 奥能登  中能登  県 央  石 川  南加賀 

各土木事務所 珠 洲  羽 咋  津 幡  大聖寺 

各農林総合事務所 奥能登  中能登  県 央  石 川  南加賀 

各農林事務所 珠 洲  羽 咋  津 幡  加 賀 
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 〈各庁舎における主な資源の状況〉 

 

 

 

 

七尾合同庁舎
（中能登総合

事務所、中能
登農林総合事

務所）

奥能登行政セ
ンター（奥能

登総合事務
所、奥能登農

林総合事務

所）

小松合同庁舎
（小松県税事

務所、南加賀
農林総合事務

所）

奥能登土木総
合事務所

中能登土木総
合事務所

直江庁舎（県
央土木総合事

務所、県央農
林総合事務

所）

石川土木総合
事務所

庁舎 耐震性能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電力 非常用電源 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間

直通電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時優先
電話

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

衛星携帯電
話

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

衛星系 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地上系 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

飲料水
飲料水タン

ク

受水槽
６㎥×１基

高置水槽
４㎥×１基

受水槽

２４㎥×１基

受水槽

７㎥×１基

受水槽

７．５㎥×１基

受水槽

１６㎥×１基

高置水槽
１０．８㎥×１

基

×

トイレ
水洗の断水

時使用
○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

電話

防災行政無
線

庁舎

区分
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〈各庁舎における主な資源の状況〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南加賀土木総

合事務所

珠洲土木事務

所・珠洲農林

事務所

羽咋土木事務

所・羽咋農林

事務所

津幡土木事務

所・津幡農林

事務所

大聖寺土木事

務所・加賀農

林事務所

石川農林総合

事務所

庁舎 耐震性能 ○ ○ ○ ○ ○ ○

電力 非常用電源 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間 約７２時間

直通電話 ○ ○ ○ ○ ○ ○

災害時優先

電話
○ ○ ○ ○ ○ ○

衛星携帯電

話
○ ○ ○ ○ ○ ○

衛星系 ○ ○ ○ ○ ○ ○

地上系 ○ ○ ○ ○ ○ ×

飲料水
飲料水タン

ク

受水槽

６㎥×１基

受水槽

６㎥×１基
× × ×

受水槽

６㎥×１基

高置水槽

３㎥×１基

トイレ
水洗の断水

時使用
○ ○ × × × ○

防災行政無

線

電話

区分

庁舎
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第３章 今後の取り組み 

  

 １ 各所属における執務体制要領への反映 

各所属においては、業務継続計画の内容を執務体制要領へ反映することにより、非 

常時優先業務の明確化を図るものとする。 

 

２ 訓練の実施 

各所属においては、参集訓練や安否確認訓練等を実施することにより、業務継続計 

画や執務体制要領の実効性を確保するとともに、発災時における職員の対応能力の向 

上を図るものとする。 

 

３ 業務継続計画の見直し 

    県地域防災計画の修正や組織改正等が行われた場合、必要に応じて本計画の見直し

を行うものとする。 


